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■ 入居率は 75％（6月末現在） 

 震災で全世帯の 3 分の 1 に当たる 9500 世帯

が被災した気仙沼市では、93 カ所に計 3504 戸

の応急仮設住宅が建設された。ピーク時の 24 年

1 月には、3155 世帯 8288 人が入居。その後、

自力再建に加え、防災集団移転団地や災害公営

住宅が完成したことで、退去者が増え、震災 2 年

後には入居率 92％、3 年後には 85％、今年 6 月

末には 75％（2445 世帯・5674 人）まで下がっ

た。仮設のグループホームなどに利用し、すでに

解体した施設もある。 

防災集団移転は 47 団地で 944 区画の整備を

計画しているが、本年度中に 98％を引き渡す予

定。2139 戸を整備する災害公営住宅も、本年度

中に 33％、来年度中に 93％が完成する見込みに

ある。なお、防災集団移転の残る 1 団地（15 区

画）は南気仙沼の土地区画整理と合わせて 30 年

3 月に引き渡しを予定し、災害公営住宅は 29 年

5 月の気仙沼駅前住宅で全戸完成になる。 

市のシミュレー

ションでは、仮設住

宅の入居率が本年

度末に 68％、来年

度末に 27％まで下

がると想定。ほとん

どの入居者が退去

を終えるのは 29年

秋になるが、空き室

の増加に伴い、集約

化による校庭返還計画が必要になった。 

なお、民間アパートなどを活用した「みなし仮

設住宅」は、最大 1602件 4737人が利用したが、

今年 6 月末には半分以下の 758 世帯 1948 人ま

で減少。みなし仮設住宅も防災集団移転や災害

 仮設住宅集約化計画に関する動き 

4 月 13 日 仮設住宅集約化計画を公表 

5 月 8 日 仮設住宅代表者連絡会議で説明 

6 月 12 日 災害公営住宅の遅延を発表 

6 月 24 日 集約化計画を見直して公表 

7 月 6 日 

～29 日 

集約の対象となる団地向けの懇談

会を 16 会場で開催。 

8 月 11 日 集約化計画を一部修正して公表 

仮設住宅入居率の見通し 

27 年 6 月 

 12 月 

73.7% 

69.3% 

28 年 6 月 

 12 月 

61.4% 

44.1% 

29 年 6 月 

12 月 

17.9% 

3.9% 

30 年 6 月 3.8% 

震災から 4 年 5 カ月目、被災地が抱える課題と打開策を追及する「気仙沼復興レポート」

が取り上げるのは「仮設住宅集約の理想と現実」。気仙沼市は仮設住宅で利用できなくなった

中学校の校庭の早期返還などのため、今年 4 月に仮設住宅集約化計画を公表した。しかし、直

後に災害公営住宅の完成延期が判明し、集約計画の見直しを余儀なくされた。2 度にわたって

見直した計画は、集約に伴う移転対象者が激減し、仮設住宅の入居者を安心させた一方、校庭

返還は震災 7 年後の 30 年 4 月まで先送りになった。そして、残された人たちの再建支援の課

題を浮き彫りにさせた。この 4 カ月間の動きをまとめる。 
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公営住宅の完成とともに、29 年度までに退去が

進む見通しにある。 

■ 4 月に集約化計画を公表 

気仙沼市は 26 年 12 月の段階で、仮設住宅の

集約化計画を「26 年度内に作成する」と説明し

た。その時点では 28 年度末には入居率が 41％

まで下がると想定し、校庭や公園の開放、民有地

返還、コミュニティ、防犯、利便性の観点から計

画を作成する考えだった。 

年度内には間に合わず、4 月 13 日の市議会東

日本大震災調査特別委員会に最初の計画は示さ

れた。校庭開放、地権者への用地返還、公共事業

などのために早期撤去が必要な団地を 19 団地、

その移転先として最後まで存続させる団地を 25

団地と設定。地区毎の拠点団地を計 25 団地指定

し、集約対象者の移転先とする。校庭は 29 年 6

月～9 月にかけて返還し、31 年 3 月までに全団

地の解消を目指すスケジュールだった。 

入居者の移転が必要になっても早期に解体す

ると判断した 19 団地の内訳は、小学校の校庭に

ある 4 団地、中学校の校庭にある 9 団地、地権

者の意向で返還する 3 団地、公共工事（大島架

橋アクセス道）にかかる大峠山、インターハイの

会場となる市総合体育館、観光施設である漁火

パーク。計 370 戸が集約先の団地へ移転する内

容だった。 

解体の時期は、入居率が 30％になるタイミン

グを目安とした。入居率のシミュレーションは、

防災集団移転は宅地の引き渡しから 1 年、災害

公営住宅は完成してすぐに仮設住宅から退去す

ると想定して実施した。 

■ 災害公営住宅遅延で見直し 

当初の計画は、5 月 8 日に開かれた仮設住宅

代表者連絡会議で仮設住宅の代表者に説明され

た。校庭に建つ仮設住宅を中心に 370 戸も集約

に伴う移転が迫られる一方、地区内に移転先を

確保できないケースもあり、代表者は「強引過ぎ

る」「災害公営住宅や防災集団移転が遅れている

のは行政の責任」などと批判した。 

その後、早期解体の対象となった団地で説明

会を開く予定だったが、5 月 11 日に災害公営住

宅の遅れが発表されたことで状況が一変した。

災害公営住宅の完成の遅れが発表されたのは、

26 年 6 月、27 年 1 月に続いて３回目。今回はさ

らに最大 10 カ月遅れる見通しが示されたこと

で、仮設住宅の集約化計画も見直しが必要にな

った。 

見直した計画は、6 月 24 日の市議会全員協議

会で示された。災害公営住宅の完成の遅れに加

仮設住宅の集約方法 

・学校施設等の早期解消 

 学校施設に建設されている団地、地権者の意向

による団地、公共事業に係る団地を優先的に解消

する。 

・拠点団地の設置 

 地区毎に集約先となる拠点団地を設ける。団地

内の棟集約は状況によって対応。希望によって地

区外の拠点団地への転居を認める。 

・拠点団地以外の解消 

 拠点団地以外の団地は 30 年 3 月を目途に解消

する。拠点団地を含めた全団地の解消は 31 年 3

月までに目指す。 

集約化計画を説明した仮設住宅代表者連絡会議 
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えて、4 月の市議会特別委員会、5 月の仮設住宅

代表者連絡会議の意見を踏まえ、内容は大幅に

変更された。 

集約の対象とする団地は変わらなかったが、

「入居率 30％」という考え方を撤回し、災害公

営住宅、防災集団移転の動向に合わせて集約時

期を遅らせた。これにより、前回は 370 戸だっ

た仮設住宅間で引っ越しが必要になる戸数は

162 戸に減り、階上中学校、大島中学校、小原木

小学校、中井小学校、小泉中学校の計 5 団地は

集約対象団地でありながら移転が必要な世帯は

いなくなった。ほかの校庭の集約対象者は、住宅

の再建方法が未定の人たちである。 

集約時期の変更で移転対象者を減らした一方

で、インターハイ開催を理由に早期撤去を予定

した市総合体育館では最大の 64 戸、大島架橋ア

クセス道にかかる大峠山は 24 戸がそれぞれ 28

年 9 月までの転居を求めた。地権者の意向によ

って、赤岩杉ノ沢の 15 戸と松崎柳沢（上沢下）

の 5 戸、本吉町天ヶ沢の 27 戸も 28 年 9 月まで

に転居するスケジュールとなった。 

■ 校庭返還は 30 年 4月 

仮設住宅入居者の目線で集約化計画が見直さ

れた一方で、校庭開放の時期は遠のいてしまっ

た。当初計画で 1 年間として計算していた仮設

住宅の撤去・復旧期間を、実態に合わせて 6 カ

月に短縮するなどしても、11 校の校庭は震災７

年後の 30 年 4 月まで使えない見通しだ。小原木

小学校と中井小学校も 29 年 9 月まで撤去に時

間を要する。 

校庭に仮設住宅が建つ小・中学校は、近くの学

校の校庭を共同利用したり、市が用意した仮設

グラウンドを利用したりしているが、運動の機

会が制限された状態が続いている。震災に伴う

ストレスを抱える子供たちが、思う存分にスポ

ーツを楽しめない環境が長期化し、校庭を利用

できずに卒業する児童・生徒も増えるのだ。 

 仮設住宅の入居者も地域の子供たちへの影響

を心配し、自宅建設を急いで退去時期を早めた

り、団地内での集約によって校庭の一部でも開

放したりすることを考えている人もいる。 

 仮設住宅団地内で複数ある棟を集約すること

は、技術的には可能だという。しかし、団地内集

約によって校庭を一部開放しても、その半年後

程度には全面撤去となるため、効果が十分に期

待できないとみる考え方もあり、具体化へ動き

出した団地はまだない。 

 鹿折中学校の仮設住宅自治会長は「最初は2年

で出られると思っていたが 4 年が過ぎ、卒業式

のたびに子供たちに申し訳ないと思っている」

と心境を語りながら、「公営住宅が遅れているの

は市の責任。世帯数が多い校庭の団地を最後ま

で残し、ここへ集約した方がコミュニティづく

りにはいい」と指摘している。 

 入居率が低下すれば、自治機能にも影響する。

市によると、仮設住宅89団地のうち16団地で、

自治組織が休止または解散している。組織は結

成されたが、役員改選時に役員が決まらなかっ

たことが原因だ。 

■ 2 度目の計画見直し 

 6 月に公表した見直し計画をもとに、市は集約

対象となる団地の入居者向けの説明会を 7 月 6

日から 29 日まで 16 会場で開いた。そこで指摘

されたのは、いくら公共工事やインターハイの

鹿折中学校の校庭に建つ仮設住宅 
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ためとはいえ、防災集団移転や災害公営住宅の

完成が間近に迫ったタイミングでの集約の問題

だった。 

 例えば大峠山の場合、29 年 4 月から大島架橋

に伴う県道整備が始まるため、28 年 9 月までに

別の仮設住宅へ引っ越してもらう計画となって

いる。鹿折地区に災害公営住宅が完成するのは

28 年 8～12 月。浪板 1 区の防災集団移転団地は

28 年 3 月に引き渡される予定で、住民は「引き

渡しから住宅完成まで半年程度かかる。もう少

しで家が完成するのに、集約のために仮設住宅

へ転居しなければならないのか」と微妙なタイ

ミングでの集約に不安を抱いている。 

 インターハイのフェンシング競技が 28年 7月

31 日から行われる市総合体育館「ケー・ウエー

ブ」は、駐車場周辺に建つ 64 戸が集約の対象と

なる。わずか 5 日間のインターハイのために転

居を迫られるため、説明会では「ようやく落ち着

いたのに、転居は心身ともに疲れる」「仮設住宅

があった方が、全国から訪れる高校生に気仙沼

の現状を知ってもらえる」と見直しを求める意

見が出た。 

 こうした指摘を受け、市は計画を再び修正。市

総合体育館は入居者がいなくなる 29 年 9 月ま

で解体を延期した。本吉町の天ヶ沢も説明会ま

で地権者を説得し、災害公営住宅や防災集団移

転による退去が進む 29 年 9 月まで 1 年 3 カ月

延期することにした。 

 2 度目の見直しにより、集約によって転居が必

要となる戸数は72戸まで減った。当初は370戸、

6 月に見直した計画でも 162 戸が対象だったの

で、対象者は大幅に減少した。 

 ■ 転居費用は行政負担 

 仮設住宅の集約は公的な理由で進めるため、

転居費用は行政が負担する。引っ越し費用は 20

万円まで、集約先の環境整備は 50 万円まで用意

し、宮城県と気仙沼市が半分ずつ費用負担する。

引っ越しについては、市が業者を手配して進め

る予定だ。 

 環境整備のための予算も用意し、移転先の備

品再整備などに充てるが、課題は住宅の仕様で

ある。仮設住宅は早期完成が魅力のプレハブメ

ーカーが建てたものと、ハウスメーカーが建て

たものがある。プレハブメーカーによる建設が

追い付かず、途中で加わったハウスメーカーの

仮設住宅の集約開始時期 

団地 当初計画 見直し後 

水梨小 28 年 6 月 29 年 9 月 

中井小 28 年 6 月 29 年 3 月 

小原木小 28 年 6 月 29 年 3 月 

津谷小 28 年 6 月 29 年 9 月 

気仙沼中 28 年 6 月 29 年 9 月 

条南中 28 年 6 月 29 年 9 月 

鹿折中 28 年 12 月 29 年 9 月 

松岩中 28 年 6 月 29 年 9 月 

階上中 28 年 6 月 29 年 9 月 

面瀬中 28 年 6 月 29 年 9 月 

大島中 28 年 6 月 29 年 9 月 

小泉中 28 年 6 月 29 年 9 月 

大谷中 28 年 6 月 29 年 9 月 

大峠山 28 年 6 月 28 年 9 月 

上沢下 28 年 6 月 28 年 9 月 

赤岩杉ノ沢 29 年 3 月 28 年 9 月 

天ヶ沢 28 年 6 月 29 年 9 月 

市総合体育館 28 年 6 月 29 年 9 月 

漁火パーク 28 年 6 月 29 年 9 月 

対象団地ごとの集約説明会の様子 
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建物は、プレハブに比べて性能が高い仕様とな

った。残念ながら、集約によってハウスメーカー

の建物から、プレハブメーカーの建物へ移転す

るケースが出てしまいそうなのだ。 

早期解体の対象となった 19 団地の約 4 割が

ハウスメーカーだが、拠点団地となる 23 団地は

約 9 割がプレハブメーカーとなっている。入居

者の立場で考えると、短期間とはいえ、ハウスメ

ーカーの建物からプレハブメーカーの建物で暮

らすことは抵抗があるだろう。 

集約へ向けたこうした課題は、被災自治体共

通の悩みである。多くの自治体が集約化計画を

発表したものの具現化に苦労する中、東松島市

では引っ越し費用のほかに、生活支援給付金を

用意した。公共工事や集約化によって仮設住宅

間の転居を行う世帯に対し、1 人当たり 2 万円

を支給する制度で、復興基金を財源にした。簡単

に言うと「支度金」であり、転居によって生じる

負担を少しでも軽減しようという目的がある。 

■ 再建未定者 119 人の支援 

 校庭の早期返還などを目指した仮設住宅の集

約化計画だったが、2 度の見直しによって転居の

対象者が激減する中、住まいの再建方法が未定

の人たちが浮き彫りになった。災害公営住宅や

防災集団移転に申し込まず、自力再建の予定も

ないまま、119 人が仮設住宅に入居している。こ

のうち 27 人が集約の対象となった。 

 市は再建方法が未定の入居者を対象に、これ

からアンケートや聞き取り調査を行い、退去時

期を確認する。また、集約の対象となった人たち

の移転先の希望を調べ、今年 10～12 月にかけて

移転先を決定することにしている。個々の事情

に合わせて柔軟の対応していく方針だ。 

 県は再建方法が未定の仮設住宅入居者をサポ

ートするため、今年 7 月に被災者転居支援セン

ターを仙台市青葉区に開設。まずは仮設住宅の

供与期限が迫る市町村を対象に、戸別訪問して

民間アパート探しなどを手伝っている。センタ

ーによると、お金がなかったり、アパート入居に

必要な保証人や緊急連絡人を用意できなかった

り、希望していた地区の災害公営住宅に落選し

たりしたことが、再建方法を決められない理由

になっているという。 

 

仮設住宅を残してインターハイを開く体育館 

仮設住宅供与期間は 6 年に延長 

 宮城県は今年 5 月、仮設住宅の供与期間を 6

年に延長することを発表した。例えば 23 年 6 月

に入居した人は、29 年 5 月末まで入居できる。 

 6 年に一律で延長するのは気仙沼市など、災

害公営住宅や防災集団移転が遅れている 7 市

町。一定の目途が付き始めた仙台市など 5 市町

は「特定延長」とした。「特定延長」には条件が

あり、住まいの再建方法は決まっているが工期

の関係などから仮設住宅を退去できない人に限

定している。 

 つまり、仙台市や多賀城市などでは、再建方

法が未定のまま仮設住宅の住み続けることは 5

年しかできないことになる。さらに復興が早い

松島町など 18 市町村は 4 年間で供与を終了す

る。 

 なお、みなし仮設住宅も仮設住宅と同様の措

置となる。気仙沼市も 6 年間の入居を認められ

るが、それ以降は「特定延長」となる可能性が高

い。集約化計画とともに、みなし仮設住宅と仮

設住宅からの出口戦略が求められている。 
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■ 仮設住宅制度の見直しを 

 今年 6 月に宮古市の樫内仮設住宅が行われた

調査では、3 割の人が「仮設住宅に可能な限り住

みたい」と回答。仮設住宅は家賃が不要で、入居

から 4 年近くが過ぎて団地内のコミュニティも

深まっていることで、狭くても住み続けたいと考

えている人がいるのだ。仮設住宅を全部解消する

ためには、こうした個々の事情をいかに汲み取り、

どこまで支援できるかがカギになる。 

 最後に、集約化計画を通して学んだ教訓は、仮

設住宅建設の備えである。基礎が簡単な仮設とは

いえ、建設して被災者が暮らし始めれば、移転も

改修も難しくなる。被災者優先の考えから、校庭

でさえ集約が進められないのである。 

 例えば、仮設住宅の入居が長期化しそうな大規

模災害では、避難所と仮設住宅の間に、もう１段

階の被災者住居スペースが必要である。それば移

動式のトレーラーハウスでも、公共施設の個室で

も、既存の仮設住宅より簡易な施設でもいい。こ

こで数カ月つないでいる間に、用地の選定や造成 

を進め、既存の仮設住宅よりランクが上の建物を

建てることができれば、そのまま短期的な災害公

営住宅へ移行することもできる。教訓を次の災害

に生かすため、仮設住宅を巡る制度の見直しに取

り組んでほしい。 

気仙沼復興レポートのバックナンバーは今川悟ホー

ムページで公開中。http://imakawa.net 
❶少子化と人口減少❷防潮堤問題❸復興予算の限界 

❹鉄路復旧とＢＲＴ❺高校再編❻災害公営住宅❼仮設

住宅❽財政シミュレーション❾災害危険区域❿震災遺

構⓫人手不足⓬防災公園⓭震災検証（津波編）⓮三陸道

⓯新市立病院⓰造船団地⓱復興事業の地元負担 

道路工事で早期解体が必要な大峠山住宅 

 不用施設を無償譲渡   

 宮城県は供与を終了した仮設住宅につい

て、条件付きで無償譲渡する方針を決定し

た。今年 7 月から申請が始まり、気仙沼市の

仮設住宅（グループホーム）が県内で初めて

譲渡の対象となった。現在、申請した団体と

譲渡へ向けた手続きを進めている。 

無償譲渡の条件 

県ＨＰに対象施設を掲載して公募する 

棟単位で引き渡す 

解体・輸送・再組立て費用は自己負担 

対象は市町村・自治会・非営利法人棟 

 譲渡先は市町村や自治会、公益的法人など

に限定し、学校用地や公園などの施設は原則

対象外とした。私有地も原則対象外だが、地

権者の理解が得られれば問題はない。基本的

には、施設を移設することを前提とした制度

になっている。ただし、県によると輸送が伴

うと新設と変わらない費用になってしまう

ため、現実的には現在地で活用できる施設に

絞り込まれそうだ。 

 仮設施設のため、建築確認申請が必要。基

礎や施設の補強が必要になるが、気仙沼市内

ではハウスメーカーが建てた 19 団地 115 棟

がコンクリート基礎となっており、少し手を

加えただけで再利用できる可能性があると

いう。気仙沼市は仮設住宅の空き室活用にも

柔軟に取り組み、市外から就職した若者など

に貸し出している。 

 

http://imakawa.net/
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